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研究成果の概要（和文）：公衆衛生看護の学生が個別・家族ケアから集団・地域ケアへの長期的な保健活動を理解する
ことを目的とし、ケースメソッド（以下CMとする）を開発した。２つのCMを教育に取り入れ、学生の効果を測定した。
６校の看護系大学で２年間計269名を対象に介入研究を実施した。結果、ケースメソッド演習により学習目標の達成度
は全体で80％以上ができたと回答した。課題解決能力の習得状況，自己効力感ともに高値となり有意差がみられた。こ
れらのことより開発したケースメソッドには教育効果が認められた。

研究成果の概要（英文）：The case method has been developed for the purpose of a student's of public 
health nursing understanding long-term preservation of health activity to a group and area care from 
individuality and the family care.A researcher made 2 case methods. An intervention study was conducted 
in the nursing school in 6 university　participant for total of 269 people per 2 years.
Result：It answered that more than 80 % of a student achieved in learning goals. The acquisition 
situation of the problem solved ability and own feeling of efficacy were a high price. The educational 
effect of the developed case method was admitted.

研究分野： 公衆衛生看護

キーワード： 教育手法　個別ケア　地域アセスメント　思考
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１．研究開始当初の背景 
公衆衛生看護の授業は基礎知識の要素を学

ぶため、縦割りの教育となりやすい。実習は

3 週間程度であり、公衆衛生看護に必要な長

期的な活動を俯瞰することが困難である。ま

た公衆衛生看護の特徴的な機能でもある個

別・家族ケアから集団・地域ケアへの結びつ

きがイメージしにくい。 
 
２．研究の目的 
個別・家族ケアから集団・地域ケアへの長

期的な保健活動を理解するために、時間軸を

含めたケースメソッド（以下 CM とする）を

開発し、教育に取り入れ、学生の効果を測定

することを目的とした。 

 
３．研究の方法 

（1）時期 2014 年 4 月～2016 年 3 月  

（2）対象者 2013 年 12 月～2014 年 1 月の

期間に看護系大学の地域看護担当教員に依

頼文を送付した。2014 年はこれに賛同した

5 校の学生 130 名（回収 126 名 96.9％）、

2015 年は前年同行に 1 校加え 6 校 144 名

（回収 143 名 99.3％）の計 269 名（98.2％）

に実施した。学生は保健師コース選択制の

3 年生（5 校）と短期大学の専攻科（1 校）

の学生であった。 

（3）CM の方法 CM の基本を a 個別・家

族ケアの展開、b 個別・家族ケアから集団・

地域への展開の広がり、c 地域ケアの展開

とし、90 分授業 6 コマの内容とした。この

基本形に d 事前の知識を収集する 4 コマ、

最後に e 健康学習会を企画する 2 コマ、中

間・最終報告会 3 コマとし最長 15 コマの

プログラムとした。各学校が 4 の組み合わ

せから 1 つを選択し実施した。CM のテー

マは母子（発達障碍児）・成人保健（生活習

慣病）とし、ストーリー性を持たせた内容

とした。学生はグループに別れて 1 つのテ

ーマにそって検討を行い、報告会で情報交

換を行なった。 

a～e のプログラムは順を追って行ない、

1 つが終るたびに次のプログラムを学生に

提示した。d を授業内に実施しない学校で

は学生に事前に資料を配布し内容を確認し

てから a に取り組んだ。（図 1） 

 （4）実施状況 a.b.c の 6 コマ実施 1 校、a.b.c.e

の 11 コマ実施 1 校、a.b.c.d の 13 コマ実施校

2 校、a.b.c.d.e の 15 コマ実施 2 校であった。

 

（5）分析方法  

実施前後に自記式質問紙で行なった。成果物

は、各学校より送付してもらい内容を確認し

た。効果測定のための調査内容はケースメソ

ッド演習による学習目標の達成度，課題解決

能力の習得状況，自己効力感の変化の 3 項目

とした。 

ケースメソッド演習による学習目標の達

成度は，担当分野の理解，他のグループ担当

分野の理解，保健師の問題解決思考プロセス

の理解，個人・家族支援の理解，個人・家族

支援から集団・地域支援へのつながりの理解，

健康教育の実際と展開の理解，公衆衛生看護

への興味の増加，活動のイメージ化の 8分野

20 項目とした。学習目標の達成度はケースメ

ソッド演習に示した目標は，できた 4 点～で

きなかった 1 点の 4 件法とした。公衆衛生看

護への興味は増えた～減った，活動のイメー

ジ化はできた～できなかったの 4件法とした。

目標の達成度は単純集計で確認した。 

 課題解決能力の習得状況は，国家公務員の人

物試験内容として開発された指標を用いた 1）

2）。選択肢はそうだ 4 点～そうではない 1 点

の 4 件法とし得点化した。自己効力感の変化

には GSES-Test3）を用いた。この尺度は全

16 項目で「はい」「いいえ」の選択肢（逆転



項目あり）で作成され、0 点～16 点で得点化

される。得点が高いと自己効力感が高いと判

断される。課題解決能力の習得状況は、実施

前と実施後の得点でWilcoxon検定を行った。

自己効力感は実施前と実施後の得点で対応

のあるｔ検定を実施した。 

（6）倫理的配慮 

対象学生に研究の目的及び方法，調査結果の

開示，匿名性，研究の参加の自由と不参加で

も不利益が生じない，成績評価に用いるもの

は，中間報告会用資料と健康教育の企画内容

資料とし，調査の結果は評価には用いないこ

と等を文章と口頭で説明した。また，実施前

及び実施後の調査用紙は，授業終了時に回収

箱への投函を依頼した。調査用紙の回収をも

って同意が得られたと判断した。ケースメソ

ッド演習の実施前と後の調査を行うため，質

問紙へ学籍番号の記入を依頼した。この学籍

番号は識別番号に割り付けて匿名化を行い、

匿名化されたデータのみを用いて電算処理

をした。なお研究にあたって信州大学医学部

医倫理委員会の承認（No1689）を得た。 
 
４．研究成果 

 学習目標の達成度評価は、全体で「でき

た」「まあできた」と回答した割合は、個別・

家族ケアの展開ではジェノグラム・エコマッ

プを書ける 84.0％以外は 90.0％を超えてい

た。個別・家族ケアから集団・地域支援へと

拡大する視点がわかる 92.2％であった。公衆

衛生看護の問題解決の思考プロセスを身に

つけたは、90.7％となった。各学校の成果物

は、設定した基準を満たしていた。(表 1) 

自分が担当した分野の疾病特徴、施策、支

援方法の理解はそれぞれ 90.0％を超えてい

た。他者が担当した分野の疾病特徴、施策、

支援方法の理解は 75.0％前後の理解にとど

まった。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

課題解決能力の習得状況は、20 項目すべて

で前と比して後の平均値が高値を示し、「グ

ループ演習の対する気構えはある」を除いた

19 項目で有意差がみられた。自己効力感

（GSES テスト）でも前（6.04）と比して後

（6.67）と平均値が高値を示し有意差がみら

れた。(表 2) 
 
 以上の結果から 2つのプログラムを用いる

ことで、他グループの担当分野への理解の不

足の問題があるが、本 CM の教育手法は公衆

衛生看護の方法を獲得するのに有効なツー

ルと考える。 

本研究の限界は、学生の認識であること、こ

のプログラムが単一で進んでいない学校も

あり、課題解決能力や自己効力感は他の教育

プログラムの影響が考えられる。   
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